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＜参考＞ 

１．国際勧告等との関連 

 本標準は、１９９９年１２月のＩＴＵ－Ｔ ＳＧ１１全体会合において承認されたＩＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．７

６１に準拠している。 

 

２．上記国際勧告等に対する追加項目等 

2.1 オプション選択項目 

     なし 

 

2.2 ナショナルマター項目 

     なし 

 

2.3 その他 

(1) 本標準は、上記ＩＴＵ－Ｔ勧告に対し、先行している項目はない。 

(2) 本標準は、上記ＩＴＵ－Ｔ勧告に対し、以下の項目についての記述を削除している。 

(a)エンド・エンド信号方式 

(b)オーバラップアドレス信号手順 

(c)国際特有に関する記述 

上記項目を削除した理由は、 

(a) は、これを用いる付加サービスが規定されていないことによる。 

(b) は、本手順を国内では使用しないため。 

(c) は、国内標準では不要であるため。 

なお、上記ＩＴＵ－Ｔ勧告で規定しているが、本標準では規定しない事項で本標準の理解を助けるため

記載しているものは＃で表示する。 

 

(3)本標準は、上記ＩＴＵ－Ｔ勧告に対し、以下の項目について記述の追加、変更をしている。（本文中

では＊で表示する。） 

(a)１章の注を本標準に合うように記述を変更している。 

(b)表３－１／ＪＴ－Ｑ７６１を本標準に合うように記述を追加している。 

(c)節 6.2.1 および節 6.2.2 の注を本標準に合うように追加している。 

 

2.4 原勧告との章立て構成比較表 

上記国際勧告等との章立て構成の相違はない。 
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３．改版の履歴 

 

版 数 制 定 日 改 版 内 容 

第１版 昭和６２年 4 月２８日 制 定 

第２版 平成 元年 4 月２８日 ＣＣＩＴＴ勧告Ｑ．７６１の内容が充実し、

１９８８年勧告となったことに伴い、内容を充

実させた。 

第３版 １９９２年 4 月２８日 付加サービス標準（ＪＴ－Ｑ７３Ｘシリーズ）

の拡充に伴う内容の充実 

第４版 １９９３年 4 月２７日 ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．７６１の内容が充実し、１

９９３年に勧告化となったことに伴い、内容を

充実させた。 

第５版 １９９４年１１月２４日 概説へ、ＰＨＳ網間接続へのＩＳＵＰの適用を

追加規定した。 

第６版 １９９９年 ４月２２日 ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．７６１の内容が充実し、１

９９７年に勧告化となったことに伴い、内容を

充実させた。 

第７版 ２００１年 ４月１９日 ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．７６１の内容が充実し、１

９９９年に勧告化となったことに伴い、内容を

充実させた。 

 

４．工業所有権 

本標準に関わる「工業所有権の実施の権利に係る確認書」の提出状況は、ＴＴＣホームページでご覧にな

れます。 

 

５．その他 

   なし 

 



 

  ＪＴ－Ｑ７６１ 

目   次 

 
１．概説･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 1 

1.1 本標準の範囲 ･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 1 
1.2 参考文献 ･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 2 

1.3 用語と定義 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 2 

1.4 略語 ･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 2 
２．ＩＳＤＮユーザ部信号手順の概論･･･････････････････････････････････････････････････････････ 3 

2.1 アドレス信号 ･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 3 

2.2 基本手順 ･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 3 
2.3 信号方式 ･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 3 

2.4 インタワーキング ･･････････････････････････････････････････････････････････････････････ 3 
３．ＩＳＤＮユーザ部によってサポートされる能力 ･･･････････････････････････････････････････････ 4 

3.1 国際に適用されるクラス ････････････････････････････････････････････････････････････････ 4 
3.2 国内で使用されるクラス ････････････････････････････････････････････････････････････････ 4 

４．メッセージ転送部（ＭＴＰ）が提供するサービス ･････････････････････････････････････････････ 8 

4.1 総 論 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 8 
4.2 プリミティブの説明 ････････････････････････････････････････････････････････････････････ 8 

５．エンド・エンド信号方式･･･････････････････････････････････････････････････････････････････ 9 
６．将来の拡張とコンパチビリティ手順････････････････････････････････････････････････････････ 10 

6.1 バージョンのコンパチビリティ ･････････････････････････････････････････････････････････ 10 

6.2 ＩＳＤＮユーザ部のコンパチビリティのための捕足的なコーディングのガイドライン ･･････････ 11 
 

付録 Ⅰ 動作指示表示使用方法のガイドライン ････････････････････････････････････････････････ 14 

Ⅰ.1 序論 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 14 
Ⅰ.2 実行時の優先順位 ････････････････････････････････････････････････････････････････････ 14 

Ⅰ.3 通知 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 14 
Ⅰ.4 考察 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 14 

 

 



 

 - 1 - ＪＴ－Ｑ７６１ 

１．概説 

1.1 本標準の範囲 

 ＩＳＤＮユーザ部は、サービス統合ディジタル網（ＩＳＤＮ）において音声・非音声アプリケーションに

対する基本的なベアラサービスと付加サービスを提供するのに必要な信号機能を備える No.7 信号方式プロ

トコルである。 

 ＩＳＤＮユーザ部は、専用電話網、回線交換データ網、アナログ網、 

ＰＨＳ網 

およびアナログ／ディジタル混在網などにも適用できる。 

 特に、ＩＳＤＮユ－ザ部は、世界規模の国際半自動／自動電話および回線交換データのトラヒックに対し

てＩＴＵ－Ｔが規定した要求条件を満たしている。 

 ＩＳＤＮユーザ部は、国内のアプリケーションにも適している。国際用に規定された信号手順、情報要素、

およびメッセージ種別のほとんどは、標準的な国内アプリケ一ションでも必要なものである。更に、政府管

理機関や公認された私設運用機関が、国際的に標準化されたプロトコル構造の範囲内で網特有信号メッセー

ジや情報要素を導入することができるように、コーディングスペースがとってある。 

 ＩＳＤＮユーザ部は、ＩＳＤＮユーザ部相互間の情報転送をするにあたり、メッセージ転送部（ＭＴＰ） 

またある場合には信号接続制御部（ＳＣＣＰ） 

が提供するサービスを利用する。 

 基本的なベアラサービスを提供するＩＳＤＮユーザ部プロトコルは、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ７６１からＪＴ

－Ｑ７６４、およびＪＴ－Ｑ７６６に説明してある。ＩＳＤＮユーザ部の信号およびメッセージの概要は、

ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ７６２［６］で規定される。メッセージフォーマットおよびメッセージフィールドのコ

ードはＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ７６３［７］に規定されている。国内 

と国際 

のＩＳＤＮ接続の設定および切断のための信号手順は、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ７６４［８］に規定されている。

ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ７６６［９］は、ＩＳＤＮユーザ部の性能目標を取り扱っている。 

 付加サービスを提供するＩＳＤＮユーザ部のプロトコル要素については、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ７３０[５]

で説明されている。 

汎用的なアプリケーション転送メカニズム（ APM ）を提供するためのＩＳＤＮユーザ部の拡張がＴＴＣ

標準ＪＴ－Ｑ７６５［１０］で説明されている。 

 番号ポータビリティ(ＮＰ)をサポートするための手順はＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ７６９．１［１１］で説明さ

れている。 

 番号の要求条件は、ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｅ．１６４［１］に記述されている。ＩＳＤＮはＩＳＤＮのために定

義された国際番号計画に従い、またＩＳＤＮ端末間またはＩＳＤＮと現在の国際電話網を接続している端末

間の基本回線交換サービスを提供することを仮定している。 

ＩＳＤＮユーザ部をサポートするための交換機能力の要求条件は、ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．５００シリーズに

記述されている。 

 ＩＳＤＮユーザ部とＮｏ．７信号方式の他のユーザ部および他の信号方式との間のインタワーキングのた

めの機能や要求条件は、ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．６００シリーズに記述されている。 

（注）ＩＳＤＮユーザ部プロトコルの今回の版で規定するメッセージセット、メッセージフォーマットおよ

び手順は、ＴＴＣ第１版および第１．１版（以下、第１版という。）のものと完全には一致していない。 

従ってこれらの版本とは、すべての面で互換性があるわけではない。 

 

＊ 

＃ 

＃ 

＃ 

＃ 

＃ 

＃ 

＃ 

＃ 

＃ 

＃ 

＊ 

＊ 

＊ 



ＪＴ－Ｑ７６１ - 2 - 

1.2 参考文献 

 下記のＩＴＵ－Ｔ勧告、ＴＴＣ標準及び他の参考文献は、テキストの参考文献と通し、本標準の条項を構

成する規定を包含する。記されている版数は、本標準発行に際し有効であった。 

 全てのＩＴＵ－Ｔ勧告、ＴＴＣ標準と他の参考文献は、改定することが必要であり、本標準の全ての利用

者は、下記のＩＴＵ－Ｔ勧告、ＴＴＣ標準や他の参考文献の最新版に適応する可能性を調査する事が推奨さ

れる。現在有効なＩＴＵ－Ｔ勧告、ＴＴＣ標準の一覧は定期的に公表される。 

[１]  ＩＴＵ－Ｔ勧告 Ｅ．１６４（１９９７）：’The international public telecommunication numbering plan’ 

[２]  ＩＴＵ－Ｔ勧告 Ｉ．１１２（１９９３／３）：’Vocabulary of terms for ISDNs’ 

[３]  ＴＴＣ標準 ＪＴ－Ｉ２１０（１９８９／４／２８）：「ＩＳＤＮの提供するテレコミュニケーショ

ンサービス」 

[４]  ＴＴＣ標準 ＪＴ－Ｑ８５０(１９９６／１１／２７)：「ディジタル加入者線信号方式 No.1(DSS1)

および No.7 信号方式 ISDN ユーザ部(ISUP)における理由表示の使用方法および生成源」 

[５]  ＴＴＣ標準 ＪＴ－Ｑ７３０（１９９９／１１／２５）：「ＩＳＤＮ付加サービスの信号手順」 

[６]  ＴＴＣ標準 ＪＴ－Ｑ７６２（２００１／４／１９）：「ＩＳＵＰ信号と信号情報の機能概要」 

[７]  ＴＴＣ標準 ＪＴ－Ｑ７６３（２００１／４／１９）：「ＩＳＵＰフォーマットおよびコード」 

[８]  ＴＴＣ標準 ＪＴ－Ｑ７６４（２００１／４／１９）：「ＩＳＵＰ信号手順」 

[９]  ＴＴＣ標準 ＪＴ－Ｑ７６６（１９８７／４／２８）：「ISDN 応用における性能目標」 

[１０] ＴＴＣ標準 ＪＴ－Ｑ７６５（２０００／１１／３０）：「No.7 信号方式 アプリケーション転送メ

カニズム」 

[１１] ＴＴＣ標準 ＪＴ－Ｑ７６９．１（２０００／１１／３０）：「番号ポータビリティをサポートする

ためのＩＳＤＮユーザ部の拡張」 

 

1.3 用語と定義 

 本標準では以下の定義を適用する。 

 

「サービス総合ディジタル網（ＩＳＤＮ）」： ＩＴＵ－Ｔ勧告 Ｉ．１１２[２]の定義３０８を参照 

「サービス：テレコミュニケーションサービス」：ＩＴＵ－Ｔ勧告 Ｉ．１１２[２]の定義２０１を参照 

「サブアドレス」：ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｅ．１６４[１]の付属資料 B 節 3.3 を参照              

ＴＴＣ注：ＩＴＵ－Ｔ勧告参照先節番号誤りのため変更                      

「付加サービス」：ＴＴＣ標準 ＪＴ－Ｉ２１０[３]節 2.4 を参照 

「ＩＳＵＰ‘９２」：１９９３年３月のＩＳＵＰ勧告 

 

1.4 略語 

 特になし 

 

 

 

 

 

＊ 

＊ 
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２．ＩＳＤＮユーザ部信号手順の概論 

2.1 アドレス信号 

 一般的に、記述される呼設定手順は、ＩＳＤＮ端末間の呼のための一括アドレス信号を使用した音声およ

び非音声接続を標準としている。 

 オーバラップアドレス信号もまた明記されている。 

 

2.2 基本手順 

基本呼制御手順は、呼設定、データ／通話フェーズ、切断の３フェーズに分けられる。信号リンク上のメ

ッセージは、呼の異なったフェーズを確立および終端するために使用される。標準のインバインド監視音お

よび／または録音されたアナウンスは、呼経過の情報を提供するために適切なコネクションタイプで発信者

に返送される。 

ＩＳＤＮ端末から発信されている呼は、網内の一連のメッセージによりサポートされる加入者線プロトコ

ルの付加メッセージを用いて、さらに詳細な呼経過情報が提供される可能性がある。 

 

2.3 信号方式 

 以下の信号方式が本標準で使用される。 

 －リンクバイリンク 

 －エンド・エンド                                       

 リンクバイリンク方式は、各交換機で検証されることが必要なメッセージに対して主に使用される（５章

参照）。 

 エンド・エンド方式は、エンドポイントで意味を持つメッセージに使用される（Ｑ．７３０[５]参照）。 

 リンクバイリンク方式は、エンドポイントで意味を持つメッセージに対して使用してもよい。 

 

2.4 インタワーキング 

2.4.1 ＩＳＵＰインタワーキング 

 ２つの（ＩＳＵＰ）プロトコル間の呼制御インタワーキングでは、呼制御が、インタワーキングロジック

を提供する。 

 同位のインタワーキングは、同じプロトコルの異なった実装を提供する２つの交換機間で発生する。 

 インタワーキングは、どちらかの交換機が受信したプロトコル情報の解釈によって実現される。 

 本標準は結果として前のバージョンのＩＳＵＰとバックワードコンパチビリティがあるので、交換機には

１つのＩＳＵＰプロトコルのみが実装される。 

－本標準の基本呼手順および付加サービス手順は、１９８８年度版（Ｂｌｕｅ Ｂｏｏｋ）ＩＳＵＰ 

およびＩＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．７６７ 

に準拠したＩＳＵＰ手順についてバックワードコンパチビリティを保証している。 

－本標準以降からは、フォーワードコンパチビリティは（６章に述べられる）将来のプロトコルの拡張のガ

イドラインおよびコンパチビリティ手順によって保証される。 

－ある特定の手順（例えば番号ポータビリティ）の導入に関してＩＴＵ－Ｔ勧告 Ｑ．７６７に準拠したＩ

ＳＵＰ手順とのバックワードコンパチビリティは可能ではない。 

  注）既存ＩＳＵＰ信号能力の改良を行う場合にはＩＴＵ－Ｔ勧告 Ｑ７８４節２．５に従い、新方式導

入以前に互換性試験を実施すべきである。 

 

2.4.2 他の信号方式またはユーザ部とのインタワーキング 

 

＃ 

＃ 

＃ 

＃ 

＃ 

＃ 

＃ 
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３．ＩＳＤＮユーザ部によってサポートされる能力 

 表３－１／ＪＴ－Ｑ７６１はＩＳＤＮユーザ部によって提供される基本呼の信号能力の一覧である。表３

－２／ＪＴ－Ｑ７６１はＩＳＤＮユーザ部によって提供される汎用的な信号手順、付加サービス、いくつか

の付加機能／サービスの一覧である。 

 これらの能力は、国際へ提供するクラスと国内で使用する次表に示すような２つのクラスに分類されている。 

 

3.1 国際に適用されるクラス                                     

 このクラスの信号能力は、国際間で提供されるものである。全ての国際網運用者がこれらの能力を提供す

ることを勧告する。この一組の能カは、国際網運用者のための実装の目標を示す。お互いの運用者は、これ

らの能力を一つずつ実装あるいは、能カの目標に向けて実装を拡張するであろう。これらの能力はまた、国

際インタフェースの特別なものを除いて国内にも適用される。しかし、ＩＳＵＰ’９２以降を実装した国際

交換機は、国際インタフェースとして実装されたすべてのメッセージを確認し、適切に反応できなければな

らない。このクラスの能力が国際的に要求されるならば、網運用者は以下の１つの動作ができるべきである。 

ａ）能力の用意 

しかしもし要求された能力が用意できないならば、以下の動作が適当と考えられる。 

ｂ）適切な理由表示パラメータによる呼切断 

ｃ）要求を無視しそしてもし必要ならばその事実を前位の網へ通知する 

ｄ）適切なインタワーキング動作の用意（フォールバックなど） 

 

3.2 国内で使用されるクラス                                  

 

＃ 

＃ 

＃ 

＃ 

＃ 

＃ 

＃ 

＃ 

＃ 

＃ 

＃ 

＃ 

＃ 

＃ 
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表３－１／ＪＴ－Ｑ７６１ ＊ （ITU-T Q.761） 

ＩＴＵ－Ｔ勧告（参考） 機能／サービス ＴＴＣ標準 
国内使用 国際 

基本呼    
音声／3.1KHz オーディオ 
64kbit/s 非制限 
マルチレートコネクションタイプ （注１） 
N×64kbit/s コネクションタイプ 
一括アドレス信号 
オーバラップアドレス信号 
中継網選択 
導通試験 
順方向転送 
簡易分割手順 
トーンとアナウンス 
アクセス配送情報 
ユーザテレサービス情報の転送 
中断／再開 
フォールバック能力を許容するコネクションタイプの 
  ための信号手順 
伝播遅延決定手順 
拡張エコー制御信号手順 
簡易エコー制御信号手順 
自動再試行 
回線と回線群の閉塞／閉塞解除 
回線群問い合わせ 
二重捕捉 
デジタル回線交換間伝送アラーム処理 
回線／回線群リセット 
不合理信号情報受信 
コンパチビリティ手順 
一時的トランク閉塞 
ＩＳＵＰ輻輳制御 
自動輻輳制御 
Ｎ－ＩＳＤＮ／ＩＮＡＰ間相互作用 
未実装回線識別符号 
ユーザ部有効性制御 
ＭＴＰ停止と再開 
信号長オーバメッセージ 
一時的代替ルーチング（ＴＡＲ） 
ホップカウンタ手順 
コレクトコール要求手順 
到達困難網管理 
発測地位置手順 

○ 
○ 
○ 
 
○ 
 
 
 
 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
 
 
 
 
 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
 
 
 
○ 
 
 
 
○ 
 
 
 
 
○ 

／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
－ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 

／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
－ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
－ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
－ 
／ 
／ 
／ 
－ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 

凡例：（／）ITU-T 提供を示す。（－）ITU-T 未提供を示す。（○）TTC 提供を示す。 

（注１）マルチコネクションタイプは、２×64、384、1536 および 1920kbit/s である。 
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表３－２／ＪＴ－Ｑ７６１ ＊ （ITU-T Q.761）(1/2) 

ＩＴＵ－Ｔ勧告（参考） 機能／サービス ＴＴＣ標準 
国内使用 国際 

汎用信号手順    
エンド・エンド信号－パスアロング法 
エンド・エンド信号－SCCP ｺﾈｸｼｮﾝｵﾘｴﾝﾃｯﾄﾞ 
エンド・エンド信号－SCCP ｺﾈｸｼｮﾝﾚｽ 
汎用番号転送 
汎用ディジット転送 
汎用通知手順 
サービス活性化 
遠隔操作サービス（ＲＯＳＥ）能力 
網特有ファシリティ 
先行切断情報転送 
アプリケーション転送メカニズム（ＡＰＭ） 
リダイレクション 
ピボットルーティング 

 
 
 
○ 
 
○ 
 
 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 

／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 

－ 
／ 
－ 
／ 
－ 
／ 
／ 
－ 
－ 
／ 
／ 
－ 
／ 

付加サービス    
ダイレクトダイヤルイン（ＤＤＩ） 
複数加入者番号（ＭＳＮ） 
発信者番号通知（ＣＬＩＰ） 
発信者番号通知制限（ＣＬＩＲ） 
接続先番号通知（ＣＯＬＰ） 
接続先番号通知制限（ＣＯＬＲ） 
悪意呼通知（ＭＣＩＤ） 
サブアドレス（ＳＵＢ） 
ビジー時着信転送（ＣＦＢ） 
無応答時着信転送（ＣＦＮＲ） 
無条件着信転送（ＣＦＵ） 
呼毎着信転送（ＣＤ） 
明示着信転送（ＥＣＴ） 
コールウェイティング（ＣＷ） 
保留（ＨＯＬＤ） 
話中時再呼び出し（ＣＣＢＳ） 
無応答時再呼び出し（ＣＣＮＲ） 
通信中機器移動（ＴＰ） 
会議電話（ＣＯＮＦ） 
三者通話（３ＰＴＹ） 
閉域ユーザグループ（ＣＵＧ） 
優先割り込み（ＭＬＰＰ） 
グローバル仮想網サービス（ＧＶＮＳ） 
国際ﾃﾚｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝﾁｬｰｼﾞｶｰﾄﾞ（ＩＴＣＣ） 
着信課金（ＲＥＶ） 
ユーザ・ユーザ情報転送１（暗黙）（ＵＵＳ） 
ユーザ・ユーザ情報転送１（明示）（ＵＵＳ） 
ユーザ・ユーザ情報転送２（ＵＵＳ） 
ユーザ・ユーザ情報転送３（ＵＵＳ） 

○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
 
○ 
 
 
○ 
 
 
 
 
○ 
 
 
 

／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 

／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
／ 
－ 
／ 
／ 
／ 
／ 
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表３－２／ＪＴ－Ｑ７６１ ＊ （ITU-T Q.761）(2/2) 

ＩＴＵ－Ｔ勧告（参考） 機能／サービス ＴＴＣ標準 
国内使用 国際 

付加機能／サービス    

PSS1 情報フローにおけるＶＰＮアプリケーションの提供 
番号ポータビリティ（ＮＰ）提供 

 
○ 

／ 
／ 

／ 
－ 

凡例：（／）ITU-T 提供を示す。（－）ITU-T 未提供を示す。（○）TTC 提供を示す。 
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４．メッセージ転送部（ＭＴＰ）が提供するサービス 

4.1 総 論 

本項では、ＩＳＤＮユーザ部のメッセージ転送部が提供する機能インタフェースについて説明する。開放

型システム間相互接続（ＯＳＩ）モデルが規定する記述法に従って、情報は、プリミティブが転送する信号

情報のフォーマットでメッセージ転送部との間に転送される。 

プリミティブの一般構文は次のとおりである。 

 

Ｘ ジェネリック名 特定名称 パラメータ 

 

－Ｘは、サービスを提供する機能（この場合はメッセージ転送部） 

－ジェネリック名は、Ｘの動作を示す。 

－特定名称は、プリミティブの目的、即ち、プリミティブがサービス要求を転送するの 

 か、サービス関連情報が受信されたという表示を転送するのか、サービス要求に対す 

 る応答なのか、要求されたサービスが実行されたことの確認なのか、等を表示する。 

－パラメータは、プリミティブが転送しサポートしている情報の要素を含む。 

 

4.2 プリミティブの説明 

 ＩＳＤＮユーザ部－ＭＴＰ機能インタフェースを通して使用されるプリミティブについて以下に記述す

る。ブリミティブは、各ブリミティブが伝送するパラメータと一緒に表４－１／ＪＴ－Ｑ７６１に示す。 

 

4.2.1 転送 

 ＭＴＰ－転送プリミティブは、ＭＴＰの信号メッセージ処理機能にアクセスするためにＩＳＤＮユーザ部

により使用されるか、または、ＩＳＤＮユーザ部に信号メッセージ情報を引き渡すためにＭＴＰにより使用

される。 

 

4.2.2 休止 

 ＭＴＰ－休止プリミティブは、ＭＴＰがパラメータとして規定された目的地にメッセージを転送できない

ことを表示するために送る。 

 

4.2.3 再開 

 ＭＴＰ－再開プリミティブは、ＭＴＰがパラメータとして規定された目的地に制止されていたメッセージ

の転送が再開ができることを示すために送る。 

 

4.2.4 状態表示 

 ＭＴＰ－状態表示プリミティブは、ＭＴＰが特定の目的地への信号ルートが輻輳していること、 

または、目的地のＩＳＤＮユーザ部が使用できないこと                      

を示すために送る。 

 使用できない理由には、未実装、アクセス不可または不明がある。                 

 影響される対地と理由は、プリミティブ中にパラメータ（表４－１／ＪＴ－Ｑ７６１参照）として運ばれる。 

＃ 

＃ 
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表４－１／ＪＴ－Ｑ７６１ メッセージ転送部サービスプリミティブ 

(ITU-T Q.761) 

プリミティブ 

ジェネリック名 特定名称 
パラメータ 

 ＭＴＰ－転送 

 

 

 

 

要求 

表示 

 

 

 

 ＯＰＣ 

 ＤＰＣ 

 ＳＬＳ 

 ＳＩＯ 

 ユーザデータ 

 ＭＴＰ－休止 表示  影響されるＤＰＣ 

 ＭＴＰ－再開 表示  影響されるＤＰＣ 

 ＭＴＰ－状態表示 

 

表示 

 

 影響されるＤＰＣ＋ 

 理由（注参照） 

 

凡例： 

ＯＰＣ  発信号局コード 

ＤＰＣ  着信号局コード 

ＳＬＳ  信号リンク選択番号 

ＳｌＯ  サービス情報オクテット 

注）理由パラメータは、以下の値が想定される。 

－輻輳した信号網（レベル）、レベルは輻輳優先順位を持った国内オプションと輻輳優先順位のな

い複数信号状態（ＪＴ－Ｑ７０４参照）が実装された場合にのみ含まれる。 

－ユーザ部使用不可－遠隔ユーザ未実装。                        

－ユーザ部使用不可－遠隔ユーザアクセス不可。                       

－ユーザ部使用不可－不定。                                

 

 

５．エンド・エンド信号方式                              

 

 

＃ 

＃ 

＃ 

＃ 
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６．将来の拡張とコンパチビリティ手順 

 新しい付加サービスを提供する際のプロトコル追加要求を満たすため必要に応じ、既存のプロトコル要素

に追加変更を行うことによって、新しいプロトコル版を作成することが必要である。 

 十分なサービスの継続性を確保するためには、新しいプロトコル版を網の一部に挿入する場合に、その網

の他の部分に影響を及ぼさないようにしなくてはならない。新しい版を規定する際、次のガイドラインに従

えばプロトコル版相互の互換性は、最適化されるであろう。 

 

（１）既存のプロトコルの要素、即ち手順、メッセージ、パラメータ、およびコードは、プロトコルエ

ラーを修正する場合、または当該プロトコルが支援しているサービスの運用を変更することが必

要になった場合を除いて、変更すべきではない。 

（２）メッセージ、パラメータ、またはパラメータ内のフィールドの意味は、変更すべきではない。 

（３）メッセージのフォーマット、符号化のために設定されているルールは、変更すべきではない。 

（４）既存メッセージの必須部分へのパラメータ追加は許容してはならない。 

（５）既存メッセージヘのパラメータの追加は、それがメッセージの付加部分に追加される場合に限っ

て許される。 

（６）既存の固定長必須部のパラメータへ新しいオクテットの追加は避けるべきである。 

（７）既存の可変長パラメータ内のフィールドの順序は、変更せず維持すべきである。新しいフィール

ドは既存のパラメータフィールドの最後に追加される。パラメータフィールドの順序に変更が必

要となった場合は、新しいパラメータを規定すべきである。 

（８）オールゼロコードポイントは、パラメータフィールドの未使用（予備）または無効値を示すため

に使用すべきである。これによって、あるプロトコル版で、予備値として送られたオールゼロコ

ードを他の版で有効値として解釈するケースを避けることができる。 

（９）節 6.1 に記述されるコンパチビリティの手法は、ＴＴＣ標準のＩＳＤＮユーザ部の本バージョン

以降に適用する。 

 

 規則（１）から（８）もまた適用し、そして付加的な原則としてＴＴＣ標準のＩＳＤＮユーザ部のこれお

よび将来のバージョンが互いにプロトコルとサービスのコンパチビリティを保持し、そしてエンド・エンド

の透過性を含み直接に相互接続することを許す。このアウトラインは以下に示される。 

 

6.1 バージョンのコンパチビリティ 

ＩＳＤＮユーザ部の本バージョンおよび将来のバージョン間のコンパチビリティは、２つのバージョンが

互いに直接相互接続できそして次の要求条件が満たされる意味において保証されるであろう。 

 

ｉ） プロトコルのコンパチビリティ 

２つのＩＳＤＮユーザ部間の呼は、プロトコル要求条件上、「満足しない」という理由で接続不可にはし

ない。 
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ⅱ） サービスと機能のコンパチビリティ 

 この特徴は、発信交換機と着信交換機間で典型的なコンパチビリティと考え得る。これらの交換機では有

効であるが中継交換機では考慮されていないサービスと機能は、もしそれらが中継交換機においては、透過

性のみを要求する場合に、持続される。もしそうでなければ、制御された呼の拒否あるいはサービス拒否が

要求される。 

発信と着信の加入者線交換機の間で用意される完全な機能のための信号は、勧告Ｑ．７３０の節 1.3 で規

定されるエンド・エンド方式の１つを利用する。すなわち、そのような機能は中継交換機によって提供され

る必要はない。 

 

ⅲ） リソース制御とコンパチビリティの管理 

 リンクバイリンクでのみ発生するこれらの機能は、正常処理ができないのならば、少なくとも逆方向への

通知が必要である。 

 コンパチビリティの手法は、ＩＳＵＰ‘９２から全てのＩＳＤＮユーザ部で共通である。この手法は、新

しい信号情報に関連するフォーワードコンパチビリティ情報に基づいている。 

 このコンパチビリティの手法は、網運用を容易にする。例えば、網への機能追加期間におけるＩＳＤＮユ

ーザ部の組み合わせ誤りの場合、異なった機能レベルの２つの網の接続、同じＩＳＤＮユーザ部の異なった

サブセットを使用している網等。 

 次の表６－１／ＪＴ－Ｑ７６１と表６－２／ＪＴ－Ｑ７６１に含まれない全てのメッセージとパラメー

タは、コンパチビリティの手法の規則に従う（節 6.2.1 と 6.2.2 参照）。 

 交換機はこれらの表に含まれる全てのメッセージとパラメータを認識するべきである。これは関連する機

能が実装されるという要求条件を課してはいない、しかし機能は正しく（適切に）拒否されるべきである。 

 

6.2 ＩＳＤＮユーザ部のコンパチビリティのための捕足的なコーディングのガイドライン 

 以下のガイドラインは必須である。 

 

6.2.1 メッセージ 

 １９８８年ＩＴＵ－ＴブルーブックＩＳＤＮユーザ部にない全ての新しいメッセージは、ＩＳＤＮユーザ

部メッセージのオプション部のパラメータのためのコーディング規則に従ってコーディングされたパラメ

ータのみ使用する。それらは、常にメッセージコンパチビリティ情報パラメータを含む。 

もし表６－１／ＪＴ－Ｑ７６１に含まれていないメッセージを受信し認識できないならば、ＪＴ－Ｑ７６４

節 2.9.5 に記述されるように処理される。 

  注）表６－１／ＪＴ－Ｑ７６１で＃がついているメッセージをＴＴＣ標準にした場合には、コンパチビ

リティ情報は含まれない 

 

6.2.2 パラメータ 

 一般原則として新しいＩＳＵＰパラメータの中に異なったアプリケーションアソシエーションの情報（異

なった機能エンティティ動作の要求）を混在することは避けるべきであり、連動しているノード動作は、コ

ンパチビリティの手法を使うことで規定される。 

ＩＳＵＰ‘９２以降導入する全ての新しいパラメータは、パラメータコンパチビリティ情報パラメータに含

まれるコンパチビリティ情報をともなうべきである。 

 認識できないパラメータの処理手順は、ＪＴ－Ｑ７６４[８]の節 2.9.5 に見つけることができる。 

  注）表６－２／ＪＴ－Ｑ７６１で＃がついているパラメータをＴＴＣ標準にした場合には、コンパチビ 

リティ情報は含まない。                                  

＃ 

＃ 

＃ 

＊ 

＊ 
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表６－１／ＪＴ－Ｑ７６１ 

(ITU-T Q.761) 

ＴＴＣ標準で認識される最小限のメッセージ 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

１０ 

１１ 

１２ 

１３ 

１４ 

１５ 

１６ 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

２１ 

２２ 

２３ 

２４ 

２５ 

２６ 

２７ 

２８ 

２９ 

アドレス完了 

応答 

閉塞 

閉塞確認 

呼経過 

回線群閉塞 

回線群閉塞確認 

回線群リセット 

回線群リセット確認 

回線群閉塞解除 

回線群閉塞解除確認 

接続 

導通試験 

コンフュージョン 

導通試験要求 

ファシリティ受付 

ファシリティ拒否 

ファシリティ要求 

順方向転送 

アドレス 

切断 

復旧完了 

回線リセット 

再開 

後続アドレス 

中断 

閉塞解除 

閉塞解除確認 

ユーザ・ユーザ情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＃ 

＃ 

＃ 

＃ 

＃ 

 

 

 

 

 

＃ 

 

 

 

＃ 
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表６－２／ＪＴ－Ｑ７６１ 

(ITU-T Q.761) 

ＴＴＣ標準で認識される最小限パラメータ 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

１０ 

１１ 

１２ 

１３ 

１４ 

１５ 

１６ 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

２１ 

２２ 

２３ 

２４ 

２５ 

２６ 

２７ 

２８ 

２９ 

アクセス転送 

自動輻輳レベル 

逆方向呼表示 

着番号 

発番号 

発ユーザ種別 

理由表示 

回線群監視メッセージ種別表示 

閉域接続インタロックコード 

接続先番号 

導通表示 

オプションパラメータ終了表示 

イベント情報 

ファシリティ表示 

順方向呼表示 

接続特性表示 

オプション逆方向呼表示 

オプション順方向呼表示 

第１着番号 

範囲と状態 

転送元番号 

着信転送情報 

転送先番号 

後続番号 

中断／再開表示 

通信路要求表示 

ユーザサービス情報 

ユーザ・ユーザ表示 

ユーザ・ユーザ情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＃ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＃ 
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付録 Ⅰ 

（勧告ＩＴＵ－Ｔ Ｑ．７６１） 

動作指示表示使用方法のガイドライン 

 

Ⅰ.1 序論 

 動作指示表示は交換機が認識不可な情報を受信した場合の対処を示すために用いられる。 

認識不可な情報とは、メッセージもしくはメッセージ中の１つかそれ以上のパラメータが認識不可であるも

のを示す。パラメータ内の値が認識不可であれば、パラメータ自体を認識不可と判断する。 

 動作指示表示は、メッセージかパラメータが認識不可と判断された場合にのみ使用される。 

 

Ⅰ.2 実行時の優先順位 

 動作指示表示を処理する場合、次のリストで示された優先順位により処理する方法を決定する。 

 

－ 中継交換機中継表示 

－ 広帯域／狭帯域相互接続表示 

－ 呼解放表示 

－ 通知識別子に基づく、通知有／通知無のメッセージ廃棄表示 

－ 通知識別子に基づく、通知有／通知無のパラメータ廃棄表示 

－ 通過不可表示 

 

 広帯域／狭帯域相互接続交換機のみ、従来の呼解放通知、メッセージ廃棄通知、パラメータ廃棄通知のか

わりに、広帯域／狭帯域相互接続通知を調べる。 

 

Ⅰ.3 通知 

 動作指示表示は、情報が廃棄される場合のみ必要とされることが望ましい。これにより、ある認識不可な

情報により当該パス上に生成されるコンフュージョンメッセージの量が最小限に抑えられる。（情報を転送

する各交換機もまたコンフュージョンメッセージを生成する場合は、コンフュージョンメッセージの量が最

小とはならない） 

 この通知（コンフュージョンメッセージ）は、認識不可な情報がメッセージであるかパラメータであるか

を示す理由表示パラメータを含んでおり、診断フィールドにはメッセージもしくはパラメータコードが含ま

れる。 

 

Ⅰ.4 考察 

Ⅰ.4.1 認識不可メッセージの廃棄 

メッセージコンパチビリティ情報がメッセージ廃棄を示すのは、 

網リソース管理（ＮＲＭ）メッセージのような、 

プロトコルの基本状態に影響しないメッセージか、もしくは対向交換機間のプロトコル状態に調整ミスがあ

る場合と考えられる。この場合には、一般的にタイムアウトによる呼解放となる。また、この場合には交換

機がメッセージ廃棄を表わすパラメータコンパチビリティ情報を生成しているケースもある。 

応答メッセージが廃棄される場合もあるため、このケースには十分注意を払うべきである。 

 

＃ 

＃ 

＃ 
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Ⅰ.4.2 必須サービス 

サービスが呼に必須で、そのサービス関連情報が認識不可ならば、呼を解放するべきである。例としては、 

ユーザ・ユーザ必須サービスがあげられる。 

 

Ⅰ.4.3 非必須サービス 

 サービスが呼に非必須で、そのサービス関連情報が認識不可ならば、その情報を廃棄するべきである。サ

ービスが提供されず、明白な指示を生成する必要があるならば、通知を要求すべきである。 

 この通知は、明白なサービス拒絶の結果であり、コンフュージョンメッセージ内の理由表示パラメータに

ある診断フィールドの内容を認識した交換機によって生成された通知である。（これは認識不可である事を

通知する情報を生成する能力のある交換機である） 

例としては、 ユーザ・ユーザ非必須サービスがあげられる。 

 

Ⅰ.4.4 広帯域／狭帯域間相互接続 

 

Ⅰ.4.5 通過 

 通過を設定することにより、認識不可情報が終端ノードを通過することが許容される。情報の通過が不可

能であるにも関わらず通過が要求されている場合は、通過不可表示を調査しなければならない。 

 当該交換機の（ＩＳＵＰとは）逆側のプロトコルがＩＳＵＰ（Ｂ－ＩＳＵＰあるいはＮ－ＩＳＵＰ）と異

なるシンタックス（メッセージ及びパラメータ構造）を持つ場合、あるいは交換機内で行っている監視動作

が認識不可情報の転送を禁じている場合、通過は不可能である。通過が不可能な時には呼解放や情報廃棄の

ような他の動作を実施させるべきである。 

 

 

＃ 
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特別専門委員 岩科 滋 （株）ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ﾄﾞｺﾓ 

委員 黄木 寛之 ジェイフォン東日本（株） 

特別専門委員 清水 正広 東日本電信電話（株） 

委員 後藤 雅徳 沖電気工業（株） 

委員 田村 慶章 （株）東芝 

特別専門委員 石川 元康 日本電気（株） 

特別専門委員 春 一彦 （株）日立製作所 

特別専門委員 大島 一雄 富士通（株） 

 

 


	　　



